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　「温故知新」（故きを温めて新しきを知れば、以って師
と為すべし）
この言葉は、孔子の「論語」に記述されており、意味は、

「昔の事実や学んだことをもう一度調べたり、考えたりし
て、そこから新しい考えや知識を導き出せる」ということ
である。「過去の事実を分析し、くる未来に備えるために
は、過去のデータが必要である」。マーケットが著しく変
わることが予想される現状では、マーケットチェンジのタ
イミング（潮目）を見極めることが重要であり。そのため
には、過去データの分析が必ず必要となる。さて、皆さん
には、その準備はできているだろうか。

データの管理体制の構築と効率的利用

マーケットの背景

過去、宿泊施設におけるシステム投資は、業務効率向上
や顧客へのサービス向上が目的とされ、進められてきた。
一方、過去の詳細な予約状況や実績についてのデータ保持・
管理することは、おざなりにしてきたのではないだろうか。
現在の日本において、インバウンド需要は年々延びてお
り、衰えるところを知らない。さらには、2019 年の「ラ
グビーワールドカップ」、2020 年の「東京オリンピック」、
2021年～2022年の「オリンピック開催年を避けた需要」、
2023 年ごろに予定されている「IR 法案成立」によるカジ
ノリゾート解禁など、先５年間はホテルマーケットの好調
が予想されている。
昨今、既存ホテルチェーンの新築、海外から日本のホテ
ルへの投資、異業種からのホテル業への進出、さらには、
民泊の法令化による一般オーナーの増加と、日本全国にて
ホテル建設ラッシュが続いており、供給数の増加に伴う競
合状況も厳しさを増している。
この状況下において、既存の施設が新規競合施設より優
位性を持つことができる点は、過去のデータと経験であ
る。そして、いかに自社のノウハウや経験を生かすか？は、
過去のデータより事実を研究し、新たな戦略を策定するた
めの実力をつけることが重要である。まさに、「温故知新」
を実行しなければならない時期にきている、と言えよう。

データ保持の必要性

皆さんは、自社の過去データが、どの単位で、どのよう
に保持され、誰が管理しているのかをご存知だろうか？会
社の組織として管理されていない場合、担当者個人がエク
セルなどにて管理しており、当事者が退職してしまうと、デー
タの存在がわからなくなる、というケースも発生している。
重要なのは、「企業として」「組織的に」「戦略策定でき
るメッシュ」にて過去データが保持・管理され、「いつで
も利用可能」な状態に保たれていることである。
中規模以上の宿泊施設では、直販のみならず、リアルエー

IT 総論

丸山英実 ( まるやま・ひでみ )
㈱サイグナス　代表取締役

2003 年 5月NECソフトウェア退社。同年 6月ホテル業界向けコン
サルティング会社、エム・エイチ・シー設立。04 年 7月㈱サイグナ
ス代表取締役就任。ホテル業界向けコンピューターシステム設計・
開発、データ分析ウェブサイトの運営、インターネット・イントラネッ
トシステムの構築、インターネットマーケティング支援、コンピュー
ターシステム保守・運用コンサルティング、ITコンサルティングなど
を行なっている。

㈱サイグナス　代表取締役 丸山 英実

「温故知新」
～マーケットチェンジへの備えはできていますか～
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ジェント契約や団体予約の受注を行っているはずである。
これらの宿泊施設においては、今後のビジネス計画（予算
策定）や増収増益に向けた改善点の洗い出し、戦略の策定
を行うために、過去のデータと実施戦略記録の分析が不可
欠となる。
近年の訪日外国人の増加は、2,3 年先に起こる変化に比
較すれば緩やかな変化であった。しかしながら、2019 年、
2020 年は特定期間ではあるが、大きなマーケット変化が
起こることは想像に難くない。
そのため、2020 年における 2021 年のビジネス計画で
は、2017 年、2018 年の年間データを参照しなければな
らない状況が発生するかもしれない。そのためには、過去
データが組織的に最低 3年～ 5年分は、保持されていな
ければならない。
過去データは、通常、PMSが保持しているはずであるが、
ソフトウェアのバージョンアップやベンダー変更などによ
り、過去のデータが移行されずに、PMS 上からは消失し
てしまうケースも少なくない。　
PMS のバージョンアップやベンダー変更をしていない
場合、PMS での保持期間や保持メッシュ、出力可能機能

形態の調査を行い、できる限り早い段階でデータ保持方法
を策定しておくことが必要である。
データの保持方法としては、エクセルや CSV 形式、も

しくはシステムでの保持が望ましい。紙やPDFでの保持は、
データ分析を行う際にデータ形式に変換しなければならな
くなるため、分析に時間を要することが考えられる上、変
換間違いなどデータの品質にも影響を及ぼす危険がある。

保持するデータの内容について

フルサービスのホテルにおいては、宿泊部門以外の料飲、
宴会等の各部門のデータの保持も必要である。保持すべき
データとしては、日次の予約・実績の明細情報を全て保持
しておくことが理想的である。明細レベルにて保持されて
いれば、将来的に集計単位や集計方法が変更された際にも、
再集計が可能となるからである。
保持できるデータが集計形式の場合には、戦略策定の単
位となるマーケットセグメント別が望ましい。さらに、複
数のチャネルを持っている施設については、チャネル別の
集計も必要となる。

データ蓄積
戦略実施
記録蓄積

流行

景気

インバウンド動向

為替

イベント

自社営業努力
（マーケティング）

ﾉﾝｲｰﾙﾀﾞﾌﾞﾙ契約状況

自社の予約データ
（自社営業活動・マーケット状況の

最終結果）

競合状況
（価格・サービス）

社内方針（予算）

ｲｰﾙﾀﾞﾌﾞﾙ販売戦略
シーズナリティー

分析＆仮説設定・
戦略策定

＜データ蓄積と戦略策定サイクル＞
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マーケットセグメンテーションについて述べれば、以前
は「レジャー利用」「ビジネス利用」などのマーケティン
グ戦略を中心とした分類とされていたが、個人予約の半分
以上がインターネットを通じて受注する状況である昨今で
は、目的を正確に把握することが不可能となった。　
現状で考えられるマーケットセグメントとして、大きく
は「個人」、「団体」に分類されることに変わりないが、次
に「イールダブル」、「ノンイールダブル」を分類する必要
がある。個人は、チャネル（直接予約・OTAなど）に近く、
団体は、宿泊目的（MICE・修学旅行など）で分けておく
ことにより、将来への戦略・戦術策定が可能となるであろ
う。さらにチャネル別戦略を策定していく場合にも、実際
のチャネル別のデータが役に立つこととなる。
　また、実際の予約・実績データだけではなく、「価格
コントロール」「チャネルコントロール」「マーケティング
の方法」など、自社で実施した戦略の内容も記録しておく
ことが必要である。

未来の365日の戦略策定

現在では、ビッグデータの分析が脚光を浴びているが、
ミディアムデータやスモールデータで事足りる場合も多く
存在する。
どの宿泊施設においても、１年 365 日の中に、自社の
存在するマーケットへの需要が供給を超える日（地域が満
室となる）が 10日前後存在し、次にマーケットが混雑す
る日が 20日～ 30日存在するはずである。ということは、
過去 365 日分のデータを分析することにより、日別に需
要を確認することができ、未来の 365 日を予測すること
が可能となるはずである。
つまり、ビッグデータの分析を実施しなくても、日別に
見ることにより、マーケットに対する宿泊需要が高い日は、
「連休」「花見や紅葉」「観光・スポーツを中心としたシー
ズナリティー」や「祭り」「花火」など、毎年の定期的（シー
ズン含む）に発生するイベント、「人気のコンサート」「学
会」などの不定期に発生する需要でもたらされていること
が、すぐにわかるはずである。
このように、直近 365 日において需要が高かった日を
抽出し、高需要原因の仮説を立て、前年以上の収入を上げ
る戦略を策定することが基本であり、既に実施されている
ことではないだろうか。
需要予測と戦略策定をより効率的かつ正確にするために
は、セグメント別に、いつから予約を受注してきたのか？
販売料金はいくらだったのか？また、どのような価格コン
トロール、チャネルコントロール、マーケティングを行っ

たのか？の記録が保持されていなければならない。
また、1年 365 日の中には、当然ながら需要が低調な
日も存在する。需要が低調な日については、「需要を上げ
る努力」であるマーケティングなどの戦略を実施しなけれ
ばならない。
このマーケティング計画は、半年前に締結するエージェ
ント契約や 1年～数カ月前より予約が発生する団体予約
向けのマーケティング活動が必要となるため、1年先を見
据えた計画が必要である。

戦略策定時に考慮するポイントとRM運用

未来の日別需要を分析する際、日本の状況や流行を考慮
することはもちろんであるが、現在の状況では、訪日外国
人や国内需要の状況を過去データから分析し、グローバル
に考えなければならない。
現在の訪日外国人のほとんどがアジアからの人々である
ことを考えれば、アジア各国のカレンダーを調査する必要
がある。調査によって、アジア圏では、ほとんどの国にお
いて年に1,2回の連休が存在する。また、旧暦の伝統が残っ
ており、新暦に換算すると毎年日程がずれる連休も珍しく
はないことが簡単に判明する。実際、最近では、インター
ネットにてアジアの休日カレンダーを確認しながら、過去
の予約・実績状況との関係性を考察し、価格戦略やマーケ
ティング戦略を策定していくことされている方も多いので
はないだろうか？
そして、今後、日本の国家戦略として観光立国を目指し
ていく上で、訪日外国人の増加を狙っているのは西洋であ
る。西洋では、カレンダー上の大きな連休はなく、バケー
ションシーズンや宗教の絡んだ連休を取ることが多いこと
は知られている。
つまりは、現在の状況と大きな流行や国家戦略を考慮し
ながら戦略策定をしていくことがポイントとなる。
そして、レベニューマネジメント運用においても過去
データの分析は不可欠である。そこで、分析のステップを
下記に紹介しておく。
①常に過去の 365 日の過去データを参照しながら、自社
の未来 365 日について、需要の強さを決定する。（予算策
定）
②日次にて、当初決定した需要の強さの妥当性を確認しな
がら、妥当性に掛ける場合には需要の強さの見直しを行う。
（フォーキャスティング）
③予約受注状況を毎日確認し、需要の高い日については、
販売価格や販売チャネルのコントロールを行い、最大売り
上げ、最大利益を目指す。
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（料金・チャネルコントロール）
④需要の低い日には、マーケティング（需要を起こす努力）
を実施する。
（マーケティング計画と実行）

以上、①～④のステップを実施するためには、過去デー
タは欠かせないのである。

おわりに

自社の予約状況は、現在起こっている全ての事象から発
生している結果であり、真実は予約データにある。宿泊施
設を利用するゲストにとって、１回の宿泊の目的が多岐に
渡っていることは少なく、その宿泊期間においては、目的
が絞られているのがほとんどである。
目的を持ったゲストにとっては、宿泊施設利用目的を
ターゲットとしており、宿泊施設側としては、予測・想像
可能な事象であり、それらの内容を加味して予約受注戦略
を策定し、実行していけば良いはずである。時には、なぜ
マーケットが混んでいるかわからない場合もある。この場
合には、再度検討し、需要の源を明らかにしておかなけれ
ばならない。

このような過去データの分析と仮説の設定・検証により、
ミクロレベルでのゲストの未来行動を予測することは、実
際には日常的に実施されているはずである。
　重要なのは、「正確な過去データ」が「正しく保持さ
れている」ということと、各日に対して自社の戦略内容の
記録がとられていることである。
民泊や小規模施設の場合には、「売れた」「売れなかった」
の２者択一となるが、中規模以上の宿泊施設にとっては、
「誰に」「どれぐらいで売れたか」が重要となる。過去の経
験 ( データ、戦略 ) を再検討し、変化するマーケットに対
して、新たな戦略を生み出していくビジネスサイクルを構
築することがもっとも重要なことである。まさに「温故知
新」を実践しなければならない。

「温故知新」～マーケットチェンジへの備えはできていますか～

客室
収入

ｲｰﾙﾀﾞﾌﾞﾙ
収入

ﾉﾝ
ｲｰﾙﾀﾞﾌﾞﾙ
収入

レートコントロールでの収入増加
→ マーケットの需要により料金変更に
より増収可能性あり
（レートコントロール対象）
→ 単価と稼働率向上による
増収可能性有り

主に契約条件による収入増加
→ 契約時に契約期間の料金が決定する
（レートコントロール対象外）
→ 稼働率（ブロック消化率）向上
による増収可能性有り

団体

個人

団体

個人

＜マーケットセグメントと増収計画＞
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